
 

職務発明に関する法的課題 

                                 2004.7.14 
                                 弁護士・弁理士   竹  田   稔 

 

１ 現行特許法３５条の趣旨 

現行特許法３５条は、使用者等と従業者等との間の利害の調整を図った規定であり、

特許制度に関する規定であると同時に契約法的性質と労働法的性質を兼ね備えた規定

である。 

 

職務発明についての外国の制度 

米国＝発明は従業者に原始的に帰属するが、契約の定めにより使用者等へ譲渡され

るのが通常の形態 

英国・フランス＝使用者等に原始的に帰属する（いわゆる法人発明）が、従業者に

補償を受ける権利を認める 

ドイツ＝我が国とほぼ同旨の制度 

 

 

２ 企業における職務発明制度の運用 

勤務規則の定めにより職務発明に係る特許を受ける権利を使用者が承継する例 

大企業 約９０％ 

中小企業（従業者３００人以下、又は資本金３億円以下） 約５５％ 

（知的財産研究所平成１４年４月実施の調査結果） 

 

企業における補償規程の実際 

特許出願時、登録時、実施時にそれぞれ補償金を支払う 

実績補償の定め方 

① 発明に至るまでの企業の貢献度、すなわち、発明に当たっての企業の設備・資材

等の物的資源・企業に蓄積された技術情報の活用、研究スタッフの協力、発明完成

のための知財部門等の人的資源の利用、企業の支出した研究開発費等 

② 発明完成後の実施状況、すなわち、自社実施の状況、ライセンス等他社への活用

度、さらには発明完成後の企業の貢献、すなわち、発明の権利化と権利の維持、発

明の実施に当たっての製品改良、企業のブランド力、営業・広告宣伝活動等 

 

企業の研究・開発活動と職務発明の対価 

包括ライセンス契約と裁判所による判断の困難性 
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３ 現行特許法３５条３項、４項の解釈と法改正の必要性 

現行法の解釈と運用の実情に鑑みれば、現行法は、企業の定める補償規程が従業者

の意見を十分に聴取して策定され、かっその基準が従業者に周知されているときは、

相当の対価は、補償規程に従って決定されると解釈すべきもの 

 

オリンパス光学事件の東京地裁、東京高裁判決を契機とする下級審判例の法解釈 

特許法３５条３項、４項の強行法規性と裁判所による相当の対価の認定 

最高裁平成１５．４．２２判決「従業者等は、当該勤務規則等に、使用者等が従業

者等に対して支払うべき対価に関する条項がある場合においても、これによる対価の

額が同条第４項の規定に従って定められる対価の額に満たないときは、同条第３項の

規定に基づき、その不足する額に相当する対価の支払を求めることができる」 

 

産業構造審議会の知的財産政策部会特許制度小委員会報告書「職務発明制度のあり

方について」（平成１５年１２月） 

「権利の承継があった場合の対価の決定が、使用者等と従業者等との立場の相違に

かんがみて不合理でなければ、その決定された『対価』を尊重すべきである。上記決

定が不合理である場合には、従業者等に『相当の対価』を請求する権利を認めるべき

である。上記の不合理性の判断においては、使用者等と従業者等との間での決定の自

主性を尊重することの重要性にかんがみ、対価の決定の手続面を重視するべきであ

る。」、「『相当の対価』が決定される際に幅広い事情が考慮されるよう、第３５条

第４項の規定を明確化すべきである」 

 

報告書の公表以後の判例の動向 

① 外国の特許を受ける権利の譲渡契約については、法例７条ないし条理により、使

用者と従業者との間の雇用関係に密接な関係を有する国の法律が準拠法となるとの

理由で、日本法人と日本人である従業者との間の外国特許権についての補償金請求

について特許法３５条の適用を認める。→日立事件判決・味の素事件判決 

 

② 包括的クロスライセンス契約における職務発明の対価については、 

ａ 相手方が当該発明の実施に対するものとして支払うべきであった実施料の額を

算定すること（事案に応じて減額調整）も 

ｂ 使用者等が相手方の複数の特許を実施することにより本来支払うべき実施料の

額に、相手方に実施を許諾した複数の特許発明等における当該発明の寄与率を乗

じて算定すること 
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も可能であり、厳密にはｂの方法によるべきであるが、ａの方法を認めないと従業

者等に事実上不可能な立証を強いることになり、強行法規である特許法３５条の規

定の趣旨に反する。→日立事件判決 

 

③ 特許法３５条４項にいう「使用者が当該発明に関する権利を承継することによっ

て受けるべき利益の額」とは、当該発明を実施して得られる利益ではなく、特許権

の取得により当該発明を実施する権利を独占することによって得られる利益（独占

の利益）である。→日亜化学事件判決 

特許を受ける権利の承継によって得られる利益は、発明を排他的に独占すること

によって得られる利益であって、「相当の対価の額」は、発明を排他的に独占する

ことによって得られる利益及び使用者等の発明に対する貢献を考慮した額であり、

客観的な市場価格とは異なる→味の素事件判決 

 

④ 発明者の貢献度５０％の認定根拠について、「原告は、独力で、全く独自の発想

に基づいて本件特許発明を発明したということができる。本件は、当該分野におけ

る先行研究に基づいて高度な技術情報を蓄積し、人的にも物的にも豊富な陣容の研

究部門を備えた大企業において、他の技術者の高度な知見ないし実験能力に基づく

指導や援助に支えられて発明をしたような事例とは全く異なり、小企業の貧弱な研

究環境の下で、従業員発明者が個人的能力と独創的な発想により、競業他社をはじ

めとする世界中の研究機関に先駆んじて、産業界待望の世界的発明をなしとげたと

いう、職務発明としては全く希有な事例である。」 

特許期間中のＬＥＤの市場全体の成長率を推測して得た数値に基づいて算定した

市場全体の売上高に被告会社の予想市場占有率を掛け、さらに本件特許発明を許諾

した場合の競業他社の売上率、実施料率を推計して被告会社が本件特許発明を独占

することにより得た利益を１２０８億６０１２万円と算出し、その５０％を相当の

対価と認定→日亜化学事件判決（日立事件判決２０％・味の素事件判決５％） 

 

 ⑤ 相当対価の算定方法として、出願公開後は、実質的に他社を排除して実施できる

という意味で通常実施権を超える部分がある→味の素事件判決 

  

  職務発明に係る補償金請求事件訴訟の企業側訴訟代理人を経験しての感想 

 

 

４ 特許法３５条４項、５項の改正について 

特許法３５条の改正法案、平成１６年５月２８日参議院本会議において可決成立 
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「４ 契約、勤務規則その他の定めにおいて前項の対価について定める場合には、対

価を決定するための基準の策定に際して使用者等と従業者等との間で行われる協議の

状況、策定された当該基準の開示の状況、対価の額の算定について行われる従業者等

からの意見の聴取の状況等を考慮して、その定めたところにより対価を支払うことが

不合理と認められるものであつてはならない。」 

「５ 前項の対価についての定めがない場合又はその定めたところにより対価を支払

うことが同項の規定により不合理と認められる場合には、第３項の対価の額は、その

発明により使用者等が受けるべき利益の額、その発明に関連して使用者等が行う負担、

貢献及び従業者等の処遇その他の事情を考慮して定めなければならない。」 

 

衆議院産業経済委員会の附帯決議「職務発明については、事例集の作成などにより企

業における職務発明規定の整備を促進すること。その際、労働協約が職務発明規定を

定める有力な方策の一つであることにかんがみ、事例集の策定に当たりこの点を反映

すること、また、今回の改正の考え方を関係各方面に周知し、既存案件の場合でも解

決が可能となるように努めること」 

参議院経済産業委員会の付帯決議「職務発明については、使用者等と従業者等との間

で行われる協議など適正な手続を踏まえて職務発明が企業において整備されるよう、

その促進に努めること。また、今回の改正の趣旨を関係各方面に周知し、適正な手続

を踏まえた職務発明規定が成立している場合にはその内容が十分尊重されるととも

に、既存案件については円満な問題解決が可能となるよう努めること。」 

 

 

５ 改正３５条の評価と問題点 

ⅰ 改正法３５条は職務発明に関する現行法の欠陥を是正できるか 

改正法３５条は、現状維持的な規定であって、改正法によって現行法のもつ欠陥

が是正されていない、あるいは職務発明問題を根本的に解決したことにならないと

いう指摘と批判的意見 

 

ⅱ 私見 

そもそも判例の現行法の解釈は正しいとはいえない。現行法でも企業の補償規則

が合理性のあるものであれば、補償規則に従って相当の対価を定めることはできる

と解しうる。最高裁オリンパス光学事件判決も労働基準法の定める就業規則の実質

的要件を備えた補償規則の法的効力まで否定したものとは考えられない。 

 

審議会の示した合理性審査に関する手続重視という立法政策を実現するには、４
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項では、「使用者等が契約又は規則により従業者との間で意見聴取等合理的と認め

られる手続を履行して職務発明に関する対価を定めたときは、前項の対価はその定

めによる」とすべきであったし、その意味では、改正４項が「……その定めたとこ

ろにより対価を支払うことが不合理と認められるものであつてはならない。」と規

定したため、特に証明責任の点で不明確さを残したことは否定できない。 

しかし、それだからといって、改正法は手続重視論を実現していないという見解

には賛成できない。 

改正法の３５条４項は、規定の趣旨・内容に照らし、契約、勤務規則の合理性審

査において手続における合理性の担保を重視し、契約、勤務規則等で対価を定める

手続が、対価決定の基準の策定に際して使用者等と従業者等との間での十分な協議、

意見の聴取等のもとに行われたものであり、当該基準等が従業者等に周知徹底され

る等不合理と認められないときは、対価の額はその契約、勤務規則によって算定さ

れる趣旨と理解される。 

 

ⅲ 合理性の要件について 

産業構造審議会特許制度小委員会における「新職務発明制度における手続事例集」

の検討 

 

手続事例集の意義と問題点 

手続事例集はあくまでも企業の指針 

企業が従業者に配慮した合理性のある補償規程を策定すれば企業の社会的評価も

高まり、従業者もその規定に基づく補償が得られることで安心して優れた技術開発

に励むことができる 

 

 

５ 改正法附則（特許法の改正に伴う経過措置）について 

改正法附則２条１項は、「第１条の規定による改正後の特許法第３５条第４項及び

第５項の規定は、この法律の施行後にした特許を受ける権利若しくは特許権の承継又

は専用実施権の設定に係る対価について適用し、この法律の施行前にした特許を受け

る権利若しくは特許権の承継又は専用実施権の設定に係る対価については、なお従前

の例による。」 

 

実績補償について特許権存続期間中各年度ごとに発生する額を従業者に支払うとの

規定を設けている場合の現行法による補償制度と改正法による補償制度が長期間にわ

たり異なった法判断基準によって二重に機能し続けていく問題 
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